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1 ．は じ め に
本論文では，建国以来の中国における森林資源
の管理問題を，国有林を中心に，政府のガバナン
ス問題，国有林企業の制約と行動に絞って分析を
行う．本論文の目的は，第一に，中国政府の森林
資源の保全や利用をめぐるガバナンスの展開はど
のように整理できるかを歴史的視点から鳥瞰する
ことであり，第二に，国有林に関して，こうした
政府の規制やインセンティブ制約のもとで，国有
林企業がどのように管理し経営していったかをモ
デル分析することである．
森林には，その資源利用としての木材供給の他
に，水土保全，水源涵養ならびに生物多様性の維
持など，様々な公益的機能がある．森林資源の保
全は，こうした機能を維持し発揮するために必要
な手段である．本論文では，中国の国有林を対象
に，その資源利用，資源保全の在り方を検討し，
保全を進めるためのガバナンスについて検討す
る．国有林については，建国以来の森林資源の管
理状況（伐採や植林など）を概観した場合，それ
らは，三つの段階，すなわち，第 1期＝1949－1978
年，第2期＝1979－1998年，ならびに第3期＝1999－
現代，に分けることができる．各段階の管理状況
を明らかにし，これらの時期に対応する国の森林
資源管理の考え方，国有林企業の行動モデルを構
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要　　　旨
　森林面積が増大傾向を示す中国は，世界的にも稀な状況にある．建国以来，中国では，どのような理
念の下に森林政策を行ってきたのであろうか．本稿では，中国における森林資源の管理問題について，
国有林と国有林企業を中心に，政府のガバナンスや企業行動に絞って分析を行う．本稿の主眼は，中国
政府の森林資源の保全や利用をめぐるガバナンスの展開はどのように整理できるかを歴史的視点から
鳥瞰することであり，また，政府の規制やインセンティブ制約の下で，国有林企業がどのように森林管
理を行い，持続可能な経営を行ってきたかを，経済分析モデルを用いて分析することである．森林政策
の歴史的な展開に沿って，国有林企業の行動がどのように変わっていったか，また，残された森林政策
の課題は何かを明らかにし，今後の中国における資源利用，資源保全の在り方，ならびに保全を進める
ためのガバナンスについて検討する．
成し分析する．
本論文は，以下のように構成される．第 2節で
は，中国における森林政策の歴史的展開を概観
し，特に国有林企業経営に関する先行研究を述べ
る．中国では，市場経済化の進展や木材貿易の活
発化が進行しており，そうした状況を踏まえて，
第 3節では，森林保全に関わるガバナンスの展開
と国有林企業の経営展開について分析する．第 4
節では，先に言及した 3期について，各期におけ
る森林政策の目的と国有林企業と森林管理問題に
ついて，経済学的視点から分析を行う．最後に，
第 5節では，本論文の結論ならびに残された課題
を述べる．
2 ．先 行 研 究
中国における森林政策は，一方で，経済計画と
市場経済化，他方で，より開放的な経済への移行
といった構造的な変化があったことから，歴史的
展開過程に着目した先行研究が多い．例えば，于・
幸喜ら（2000）は，中国建国後の黒竜江省の国有
林企業政策の展開を，主に，建国初期（1949 ～
1952 年），計画経済期（1953 ～ 1991 年），市場経
済期（1992～1998年）に分けて分析しており，他
方，陳（2005）は，社会経済体制の特徴の変化に
よって，中国の林業政策の展開を第 1期（1949－
1983年），第 2期（1984－1997年），第 3期（1998
－現在）に分け，第1期を採集的林業経営の確立期
とし，第 2期を森林経営の伐採から森林資源の合
理的利用への移行期とし，第 3期を森林資源の保
護・造林等を重視する林業経営への移行期として
いる．さらに，劉・山本（2008）では，改革開放
以前を第 1期とし，改革開放から1990年代中葉ま
でを第 2期とし，1990 年代中葉から現在までを
第3期に分け展開を行った．以上の先行研究では，
林業政策の歴史的展開を時代区分して分析を行っ
ているが，その背景にある経済状況を，経済モデ
ルを用いて理論的に分析したわけではない．本論
文では，以上の先行研究を参考にして，建国以後
の中国に関して森林政策展開を 3期に区分し，各
期における国有林企業の行動と森林政策効果の特
徴を反映したモデルを構成し分析を行う．
3 ．中国における森林管理ガバナンスと国有林企
業による資源利用の展開
　 3－ 1 　時期区分について
近年，森林面積，森林蓄積量がグローバルには
減少傾向を示す中で，中国においては，逆に漸増
傾向にある点が注目を浴びている．中国建国以
来，森林状況は，必ずしも持続的な増加傾向を示
したわけではなく，この間，政治や経済政策の混
乱や森林政策の展開の中で増減が繰り返され，ま
たしばしば，違法伐採や過剰伐採の傾向が指摘さ
れてきた．
1949年の中国建国以降，高い経済成長傾向のも
とで，森林資源に対する開発・利用圧力は大き
かった．高い木材需要は高い潜在価格を意味し，
森林に対する伐採圧力を高めるが，この傾向は，
他方で森林資源を適切に管理し，環境保全を行お
うとする政策課題と対立する．この意味では，中
国における森林の歴史は，森林保全管理と利用・
開発との間の緊張状態にあったと言える．本論文
で対象としている国有林企業の行動は，したがっ
て，政府の森林資源の利用と開発スタンスの状況
に対応していると考えられる．本稿では，2 章で
言及した先行研究を援用して，国有企業による国
有林の管理ならび資源管理のガバナンスの展開
を，表 3－1 のように 3期に時代区分して分析す
る．特に，歴史的に国有林野が集中する東北地区
を念頭に，森林資源の展開とガバナンス，その下
での企業行動の変容過程を分析する．
　 3－ 2 　森林ガバナンスと国有林企業
　 3－ 2－ 1 　中華人民共和国成立前　
清朝（1644－1911年）の時期，それ以前の農地
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3
開墾や人口集中による森林伐採が進む中でも，す
でに，森林資源の破壊が招く問題が認知され，植
林の推奨とともに森林伐採制限が行われた 1）．た
だ，清朝の中期では，現ロシアの東北地域の侵略
を防止するため，清朝政府が行った山東省や河北
省からの東北地域への移住政策によって，東北地
区の森林資源開発圧力が増大し，清朝の末期には，
日露戦争（1904－1905年）後に満州の権益を得た
日本によって東北地域での森林開発が進んだ 2）．
その後，1945年に日中戦争に勝利すると，中国共
産党中央委員会は中国土地法を公布（1947年）し，
東北地域（黒竜江省，吉林省，遼寧省）の森林を
国家所有とした．同年の「東北開放区森林管理暫
行規定」では，東北地域の森林経営管理と指導方
針を明確にし，伐採跡地の更新，保安林の育林と
保護などを規定した3）．
　 3－ 2－ 2  　第 1期：社会主義経済の発展と木
材需要（供給）の増大（1949－1978年）
1949年に中華人民共和国が成立するが，その時
点での全国ベースでの森林被覆率が 8.6 ％であっ
たのに対して，吉林省の20％，黒龍江の35％4）な
ど，東北地区は比較的森林の多い地域であること
がわかる．政府は森林資源保護政策として，「森林
保護，合理的な伐採，合理的な利用，木材の節約」
（1951年）の方針を発表5）し，この方針の下で林業
を発展させた．元来森林資源が豊かな地域であり，
鉄道などのインフラ設備が整っていた関係で，東
北地区を中心に木材生産が行われた（図 3－1 参
照）．1953 年に経済五か年計画が策定され，中国
経済は計画経済下に入るが，この時期には政治的
混乱などのために計画は必ずしも実行されず 6），
森林資源の活用については，国家林業局が，当時 
の高い木材需要に対応して計画策定を行った．そ
の下で，国有林企業は，伐採後植林をせずに放置
し，森林の再生産を考えなかったことが金（2007）
によって指摘されている7）．
それに対して，政府は育林推奨のために「育林
基金制度」（1953 年）を導入し，植林，育林を推
奨する政策を導入した 8）．当時，木材は国内の経
済発展にとっての必需財であり，育林基金の目的
　　　  出所）全国林業統計資料（1949－1987）および林業統計年鑑（1988－2012）により筆者作成 .
図3-1　東北地区における木材生産の発展
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は，伐採後の植林，森林資源の維持，すなわち，
持続的な木材供給を目指す森林を育成することに
あった 9）．育林基金の対象としては国有林の伐採
地の更新が優先され，森林資源の保全について一
定の役割を果たしたと言える10）．言うまでもな
く，国有林企業は森林の伐採によって利潤を得
る．国有林企業の行動にインセンティブを与える
ために，1956 年に超過利潤保留制度が導入され，
利潤のうち 85 ％を政府が徴収し，残りの 15 ％を
企業が保留できる仕組みが作られた．その後，鉄
鋼生産の原料として木炭生産が行われた大躍進
（1958－1960年）の時期には，森林の大規模な伐採
が行われ，  これを受けて，1963年に国務院は森林
を保護し林業生産を促進するための「森林保護条
例」を公布した 11）．しかし，文化大革命（1966－
1976年）の時期を迎えると，経済発展の速度は一
定抑制されたものの，植林・植樹の停滞，食糧生
産増強のための農地への転用などもあって，森林
の保全は進まなかった（図3－2参照）．以上のよう
に，この期間の森林管理については，政治的混乱
もあり，森林資源管理の包括的な一貫した方針が
あったというよりも，自然災害や過剰伐採が表面
化すれば対応するといった，対処療法的なもので
あったと言える12）．
他方，こうした政府の森林ガバナンスに対し
て，国有林を利用する国有林企業の行動はどのよ
うなものであったであろうか．計画経済の下で
は，国の計画に基づいて木材生産が行われること
になるが，生産量はもっぱら木材需要によって政
府が決定し，伐採量を割り当てられた国有林企業
は，皆伐，択伐等の方法で伐採を行った．この時
期の黒龍江省の木材生産量を見ると，全国木材生
産量の半分以上を占めており，東北地区の国有林
の重要性がわかる（図3－1）．
実際の管理システムは，まず国有林企業13）が国
家計画委員会に木材需要量を報告し，そのデータ
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図3-2　全国森林調査による森林面積の推移
　　　　　出所）『全国森林資源調査』各年版により筆者作成．
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を下に国家計画委員会が国家林業部に対して伐採
量を指令し，国家林業部が各省の林業局に割当を
行う．その下で国有林企業が木材を生産し販売す
る，という仕組みになっている（図3－3）．
この期間は，森林資源の保全や適切な森林管理
といった考えに基づく運営というよりは，もっぱ
ら，経済発展のために木材需要を満たすという行
動であったと言える．実際，「大躍進」時の木材生
産は鉄鋼生産のための森林伐採であり，国有林企
業は，与えられた伐採量の下で ,費用最小化行動
を行い，結果的に，森林資源のもつ再生能力を上
回る伐採が行われたと考えられる．
　 3－ 2－ 3  　第 2期：持続可能な最大生産量に
（MSY）14）と木材供給（1979－1998年）
第 1期では，木材需要を主とし，それによって
帰結された様々な森林資源の問題に対するガバナ
ンスは対処療法的であったのに対して，第 2期の
特徴は，ガバナンスが，包括的かつ一元的な方向
にまとめられた時期である．改革開放路線（1978
年）の下で，森林資源管理についても改革が行わ
れた．特に，1979年に試行され1984年に実施され
た「森林法」が重要である．森林法の目的（第１
条）として，森林資源の合理的利用に加えて，国
土緑化や蓄水保土，気候調整などの，いわゆる公
益的機能をもつ森林資源の有用性が改めて謳わ
れ，加えて，森林被覆率15）を増加させるための植
林，造林計画（第26条）が明示された．重要な点
は，用材林の伐採量をその成長量より低くし，伐
採量を厳密にコントロールするという原則（第29
条）である．併せて同第31条では，とくに皆伐に
ついて厳しく制限することが盛り込まれている16）．
この時期の森林保全と資源管理のガバナンスに関
しては，森林法を中心として，森林の伐採量を成
長量以下に抑える政策が基本となったが，このも
とで，国有林企業の行動は，どのように特徴づけ
られるであろうか．
すでに述べたように，国有林企業の生産につい
て一定のインセンティブを与える政策として，第
1 期における「超過利潤保留制度」があった．1984
年に制定された「利改税，撥改貸」では，企業は
税として利潤の 55 ％を納め 45 ％を企業に保留す
ることになり，「超過利潤保留制度」よりも国有林
企業に対して木材伐採によりインセンティブを与
える施策となっている17）．また，国有林企業につ
いて，「政企分離」（政府と企業の関係を分離），経
営請負責任制が試行された18）．加えて，木材価格
と流通の「双軌制」の導入が重要である．双軌制
（第 4節参照）とは，計画経済と市場経済の二つ
が存在する仕組みである．計画経済の下で，国有
林企業は計画価格（公定価格）の下で計画生産を
行なうが，この計画生産量を需要が上回れば，市
場価格は公定価格を上回りレント（取引税など）
が生じる．この時，民営化された郷鎮企業が参入
し生産を拡大すると，あらたな余剰を獲得するこ
とができる．この時，国有林企業が生産を増やし，
市場経済ルート（つまり高い価格）で販売するイ
ンセンティブが生じるために，伐採圧力が強まり
違法伐採行動などの問題が生じると考えられる．
双軌制の導入は，国有林企業の伐採を促進する効
果をもったと考えられる19）．すでに見たように，
森林法などで森林資源の持続的な管理の方向性を
図3-3　計画経済の管理システム
　　出所）筆者作成．
国家計画
委員会
木材発注会
監督，指導
国家
林業部
木材需要
企業
林業局
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金：中国における森林管理ガバナンスの歴史的展開と分析
打ち出す一方で，伐採を行う国有林企業に対して
は，利潤獲得を有利にする施策を行った．このた
め，木材生産量はむしろ増加傾向にあった（図3－
2 参照）．実際，1984－1988年に行われた第3次森
林資源調査によって伐採量が成長量を上回ること
が明らかになると，森林分類に関係なく，1990年
には，全体で「伐採量を成長量以下にする」とい
う制限を厳格化した20）．
この時期には，中国政府は森林資源管理と森林
保全の重要性を考慮した施策を行い，特に，木材
供給を持続可能にする方向性がみられる．伐採し
ながら植林を行い，全体的な森林被覆率は増加
し，森林保全のために様々なプロジエクトが始
まった21）．しかし，以前からの長期に渡る過剰伐
採や違法伐採，乱伐によって，1998年の全国的な
「大洪水」の発生22）を食い止めることはできず，そ
の後の政策転換をもたらした．この背景には，国
有林企業の伐採を過剰にする利潤動機をもたらす
施策があり，用材林の伐採を成長量以下にする規
制が効かず，伐採量のコントロールが難しくなっ
たことが考えられる．
　 3－ 2－ 4  　第3期：森林環境を考慮した持続可
能な森林管理と木材供給（1999－現代）
一方で森林資源の保全，他方で国有林企業の伐
採の間で，森林資源全体を適切に管理できなかっ
た結果が，すでにみた1998年の「大洪水」である．
中国の場合，時として，このような大きな出来事
が政策を動かすことがある．1984年の森林法制定
以降，1998年年初に「森林法」改正を公表し，森
林保全をさらに厳しい施策で実施した矢先に大洪
水が起こり，これを受けて，政府はその原因を「天
然林における過剰伐採」と結論付け「天然林資源
保護工程」を実施する．国務院は，2001年に国家
林業局の林業プロジェクトの実施によって，生態
環境整備を急ぐべきだとする提案を批准し，
「十五」計画のもとで「６大林業プロジェクト」を
開始した．また，プロジェクト実施と同時に，国
有林の天然林について伐採を禁止した． 
以上の伐採規制強化のもとで，国有林企業の伐
採量は減少し経営悪化が生じた23）．政府は，国有
林企業が伐採量の減少による経営悪化を防止する
ため，「森林生態公益補償基金」（森林法修正第 8
条（1998年））を設立し，「森林整体公益補資金管
理法」によって国有林企業に対する補助金政策を
実行した．他方，1998年以降，林産物は自由貿易
の対象となり，価格は市場によって決定されるよ
うになった．これによって，国有林企業は足りな
い木材を国際市場から輸入ができるようになり，
改革開放以来の高い経済成長，所得増加による市
場の木材需要の増加を輸入によって確保すること
ができるようになった．2003年の「林業発展を促
進するための決定」では，国有林企業の民営化，
市場化の促進とともに，生態環境の保全などが強
調され，また，違法伐採，過剰伐採などを規制す
るための諸施策も行われた24）．加えて，森林の利
用権は明確でない林地の権利関係を明確にする林
権制度改革（2004年「国有林林場林地管理強化に
ついての通知」），さらに，2007年の「森林認証制
度」の創設など，持続可能な森林管理経営に向け
た施策が行われた25）．2009年に改定された「森林
法」（修訂）と「中共中央国務院　林業発展加速に
ついての決定」では，林業に関連する周辺の企業
については，吉林省をはじめ地域によって異なる
が，民営化が推進された．特に，民営化が進んだ
地域では ,森林は保全されている一方 ,余剰労働
問題が現れたと考えられる．
以上のように，現在の森林資源管理政策のもと
で，特に，企業経営や余剰労働者，植林，経済の
非効率等の問題がおこる（陳 （2005））一方で，森
林面積の増加や森林保全の効果は強まっており，
良好な森林環境保全と木材など森林資源の需給不
均衡を緩和する方向での調整が行われている．
　 3－ 3  　まとめ：森林保全と資源利用の矛盾を
めぐって
以上の分析を森林資源管理に焦点を当てて整理
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すると，第 1期では，自然災害や過剰伐採表面化
すればその問題点に個別に対応するといった対処
療法的なものであり，経済発展の生産，需要を満
たすための資源利用が優先され，また政治的な混
乱によって，結果としては森林資源保全ができな
かった．第 2期では，中国政府は森林資源管理と
森林保全を考慮して政策を実施したが，国有林企
業についての改革は利潤動機をもたらす施策であ
り，用材林の伐採を成長量以下に制御するための
規制が効かず，伐採量のコントロールが難しかっ
た．第 3 期は，1998 年の全国的な「大洪水」を
きっかけとして，政府は林業発展，木材生産から
森林保全を中心に軌道修正した．そのため，国有
林企業経営に様々な問題が起こったが，結果的
に，森林面積，蓄積量等の面からみると，森林保
全政策に一定の効果があったと考えられる．た
だ，今後については，国有林企業をはじめ林業に
関わる経営体の動向に多くの問題が残されてい
る．なお，参考までに，これら 3期それぞれの期
間に関す価格，利潤の配分の状況をまとめたもの
が，以下の表 3－ 2，表 3－ 3 である．
4 ．国有林企業と森林管理問題
　 4－ 1 　経 済 分 析
前章では，中華人民共和国建国以来の中国政府
の森林資源の保全や利用をめぐるガバナンスの展
開と国有林企業について歴史的視点から分析し，
3 期の時代区分を行った．以下では，その区分に
沿って，政府の森林資源管理と，政府の規制やイ
ンセンティブ制約のもとでの国有林企業の行動に
ついて分析する．
本来，森林および樹木は，森林の更新（生殖段
階），世代交代（造林）が人工的に行われた密集的
な樹木である人工林（第 6次全国森林資源調査
（1999－2003 年）では森林面積の約 31％，蓄積量
の 13 ％を占める），と自然力によって成立した天
然林（同67％，88％）がある．東北地区の国有林
では，人工林を中心として森林資源の開発が行わ
れ天然林の蓄積が進んでいるが（中国環境問題研
究会（2007），326 頁），これら森林蓄積の状況を
考える．端的に言えば，森林資源管理と森林環境
保全とは，持続可能な森林資源の利用によって伐
採と造林（植林，育林）をバランスよく行い，他
方で，生態環境を保全するべく天然林の保護を行
うことである．すでに見たように，特に第 1期や
第 2期には，過剰に伐採が進行し造林が軽視さ
れ，同時に天然林が伐採の対象になったこともあ
り，こうした持続可能な森林管理と保全ができな
かったと思われる．
ここでは，一般的な再生可能資源としての森林
資源を考える26）．ある国有林企業の林地の総面積
をUで，天然林の面積をTと人工林の面積をSと
する．現況では，U－T－S＝Gの面積は裸地であ
る．実際には，この部分は，草地や農地などへの
転用部分であると考えられる．伐採は天然林と人
工林から行われ，それぞれΔT，ΔSとする．天
然林を伐採すると裸地となるが，植林を行った場
合は人工林地となる27）．総伐採面積をY
―
とし，そ
のうち，θY
―
を天然林から，（1-θ）Y
―
を人工林か
表3-2　価格決定の変遷
第 1 期 第 2 期 第 3 期
1953－1978 1979－1998 1999－現代
計画価格 計画価格 市場価格 市場価格
出所）  陳（2005），金（2007）ならびに中国企業所得税法（2008
年施行）により筆者作成．
表3-3　政府と企業の利潤配分動向
第 1 期 第 2 期 第 3 期
1953－1978 1979－1998 1999－現代
85％ 55％ 33％（2008年から25％）
出所） 表3－2と同じ．
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金：中国における森林管理ガバナンスの歴史的展開と分析
ら伐採すると考える．一方，植林面積をMとする．
期間における植林のない場合の森林状況は，
となる．植林を行う場合は，裸地が人工林となり
SはMだけ増加する．このとき，（1）式は変わら
ないが，他はそれぞれ
となる．伐採に等しい植林を行うことで，天然林
と人工林の合計は不変となり，両者の公益的機能
などの質的な差を無視すれば，森林法にいう「植
林の範囲内での伐採」によって森林は維持される
ことになる．表4－1は，これらに基づいて天然林，
人工林および裸地の変化状況を示した数値例であ
る（ただし，ここでは，森林面積のみを考慮して，
森林ストックの年齢による蓄積量の変化を考慮し
ていない）．
数値例が示すように，より大きなθは，天然林
のより速い減少をもたらし，植林が伐採量を下回
る場合は，裸地面積の増加が顕著となる．天然林
の伐採が禁止された第3期（θ＝0）では，伐採に
対する植林の重要性が，森林資源を拡張する上で
も，裸地を少なくする上でも増大することにな
る．
ところで，森林のもつ公益的機能は，その重要
性が古来より認識され，第2節で概観したように，
少なくとも清代においても伐採後の植林の重要
性，天然林保全の重要性は少なからず指摘されて
きた．政府による森林資源保全の重要性の認知は
建国当初からあったと推察され，森林資源の利用
と森林の保全，復元が重要な課題であった．実際
には，森林資源のストックとフローの成長との関
係は，図4－1に描かれているような関係が想定さ
れるが，これは人工林の植林などによる森林造成
の結果，森林資源の蓄積が進むと成長関数がシフ
トする様子を表している．
ここで，成長関数は，H＝HT（T）+HS（S）と表
すことができるが，両者が等質的であるとすれ
（1）Tt+1 = Tt –ΔT = Tt－θY
―
（2）St+1 = St –ΔS = St－（1－θ）Y
―
（3）Gt+1 = Gt + Y
―
（4） St+1 = St–ΔS + M = St－（1－θ）Y
―
 + M
（5） Gt+1 = Gt + Y
―
 － M
表4-1　伐採，植林および天然林，人工林の推移
t θ, Y, M 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
T 0.9 60 55.5 51 46.5 42 37.5 33 28.5 24 19.5 15 10.5 6 1.5 －3 －7.5
S 5 20 24.5 29 33.5 38 42.5 47 51.5 56 60.5 65 69.5 74 78.5 83 87.5
G 5 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20
T 0.9 60 55.5 51 46.5 42 37.5 33 28.5 24 19.5 15 10.5 6 1.5 －3 －7.5
S 5 20 19.8 19.6 19.4 19.2 19 18.8 18.6 18.4 18.2 18 17.8 17.6 17.4 17.2 17
G 3 20 24.7 29.4 34.1 38.8 43.5 48.2 52.9 57.6 62.3 67 71.7 76.4 81.1 85.8 90.5
T 0.1 60 59.5 55 50.5 46 41.5 37 32.5 28 23.5 19 14.5 10 5.5 1 －3.5
S 5 20 20.5 25 29.5 34 38.5 43 47.5 52 56.5 61 65.5 70 74.5 79 83.5
G 5 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20
T 0.1 60 59.5 55 50.5 46 41.5 37 32.5 28 23.5 19 14.5 10 5.5 1 －3.5
S 5 20 18.5 21 23.5 26 28.5 31 33.4 36 38.5 41 43.5 46 48.5 51 53.5
G 3 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50
出所） 筆者作成．
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ば，単純にH＝H（T+S）と書くことができる．森
林資源に対して成長量が決まり，それに対して決
まる最大持続可能な伐採量（HMSY）以下で伐採を
行うことが，森林資源を持続的に利用するための
条件となる．他方で，森林伐採量がもたらす社会
の便益と損失を考えることができる．より多くの
伐採は，より多くの便益をもたらす一方で，森林
のもつ公益的機能を減じてより大きな損失をもた
らす．社会的に最適な伐採量は，限界損失が限界
便益に一致するように決められるべきであるが，
需要主導の伐採量は過大な伐採をもたらし，結果
として，社会厚生を過少にする．
　 4－ 2 　各期の分析
　 4－ 2－ 1  　第1期：計画経済下での過剰伐採傾
向と個別的な森林ガバナンスの展開
すでにみたように，第 1期＝計画経済下での伐
採を過大にした条件は，二つあると考えられる．
一つは言うまでもなく旺盛な開発需要を満たすた
めに伐採が行われた事実である．大きなY
―
は，そ
れが十分な植林を伴わない場合，裸地の拡大を招
き森林の再生能力を減じる．他方で，現時点での
成長が重要であって保全については二の次という
政策は，将来世代よりも現代世代の厚生が重要で
あるということであり，これは割引率で表現すれ
ば，割引率が大きいことを意味している．こうし
て生じた様々な森林問題については，包括的とい
うよりも個別対処的な問題解決が行われた事実
は，すでに第 2節で見たとおりである．
このような資源管理の下での国有林企業の行動
を検討しよう．計画経済下で決定された需要を満
たすべくY
―
の生産を余儀なくされた企業は，販売
価格や生産要素の価格が所与のもとで行動するた
めに，費用最小化行動をとらざるを得ない．すな
わち，
である．ここで，Cは費用，Kは資本，rは資本コ
スト，Lは労働，wは労働賃金である．この時，当
時の国有林企業には，より多くの伐採を行うイン
センティブがあったと考えられる．
一定の林地と併せて一定の人口を抱える国有林
企業は，同時に地域の雇用 Lfを維持する義務が
あった．図4－2のようにY
―
が実現できても費用最
小化のもとでL0しか実現できていない場合，Lfを
達成しようとするときには，企業の赤字化は避け
られない．この赤字化を避けるためには，賃金を
引き下げるか，生産を増大させるかの施策が必要
である．
この時期に過剰伐採の傾向が見られたのは，以
上のような事情が背景にあったと考えられる．こ
の時期の伐採は，十分な植林が伴っていなかった
（6） Min.C = rK + wL, sub. Y
―
 = Y（K, L）
図4-1　伐採と森林成長
　　　 出所）筆者作成．
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こともあり，ほぼ天然林からのもの（つまりθ＝
1）であり，人工林の伐採についての管理は不十
分である一方，伐採後の植林を担う育林基金制度
は一定の効果をもち，他方で，東北地区では緑化
活動の成果が一定程度あらわれた時期でもあった
（平野（2002））．
　 4－ 2－ 2 　第2期：市場経済化と森林管理
第 2期の特徴は，一方での森林資源保全政策で
あり，他方での伐採量の成長量以下への制御困難
性である．森林法の整備などによって保全に対す
る包括的ガバナンスが形成され，鄧小平による全
国義務植樹運動推進などもあって造林面積は拡大
する（図4－3）．他方で，市場化の方向にあって，
とくに，用材林価格に関する双軌制と超過利潤保
留割合の拡大を通じて，伐採圧力が強まったこと
は第 2節で論じた．伐採量以上に造林を行うこと
ができていれば，森林管理に問題はないと思われ
るが，実際には，天然林の伐採が進む一方で，人
工林においては，造林された林地が再度荒廃地化
し農地化され，実際には人工林地化が進まなかっ
た（平野（2002）他）．この経済的原因は，言う
までもなく，国有林企業に対する旺盛な伐採意欲
をもたらす上述の制度である．こうして，伐採量
は依然として成長量を上回ったと考えられる．
双軌制の下で，企業の利潤最大化行動を仮定す
れば，価格p＝限界費用MC（Y）となるが，伐採
量がY
―
の下で計画価格がMC（Y
―
）で設定される一
方で，市場価格は，逆需要曲線p＝D（Y）のもと
でp＝D（Y
―
）の水準に決まる．この計画価格と市
場価格の差がある場合，追加伐採によって素材生
産を行うことが有利となり，以上の生産（伐採）
が行われる．全国ベースでも，国有林が主な東北
地区に関しても，80年代には木材生産の拡大が求
められるのは，こうした背景によるものと考えら
れる．ただし，特に黒竜江省においては，90年代
以降，国有林地の伐採が制限されたこともあり木
材生産は減少傾向を示している．また，この時期
の伐採は，天然林からのものと人工林からのもの
があり（1＞θ＞ 0），伐採後の植林については，
例えば1949－1999年の間，吉林省では652万haの
人工造林が行われたが，成林面積は117.5万haで，
定着率はわずかに20％であった（陳（2005））．
　 4－ 2－ 3 　第3期：森林環境保全と国有林企業
第 2期において，中国政府は森林保全を目指し
図4-3　全国造林面積の推移（千ha）
　　　  出所）林業統計年鑑（2005，2012）より筆者作成．
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たが，結果として森林資源全体を適切に管理でき
なかった．その結果は，すでに見た「大洪水」で
ある．これを受けて，第 3期では，政府は本格的
に国有林について木材生産から森林保全を中心に
移行し，最初の「天然林資源保護工程」の実施と，
「6大林業プロジェクト」と同時に国有林の天然
林について伐採を禁止し，違法伐採，過剰伐採な
どを厳しく規制した．天然林を中心に伐採を禁じ
られた国有林企業の経営状態は悪化し，そのた
め，経営を守るための施策（補助金政策）が行わ
れた．
このような資源管理制約の下での国有林企業の
行動を検討する．国有林企業は国が決定した生産
量Y
―
を割り当てられており，企業は費用最小化行
動をとらざるを得ない．すなわち，
である．ここで，zは単位労働当たりに対する補
助金である．国有林企業の行動は，
を満たすように生産要素投入を決定することであ
る．これについて，図4－2を援用しよう．第 1期
と異なるのは，企業に対して完全雇用Lfを義務付
けた場合に，伐採量を増加させようとするインセ
ンティブをもたらさないように，zを用いて，賃
金を資本に比して相対的に安価にすることで（図
の lz），完全雇用を実現させることができる．仮
に，社会厚生を考えた場合，伐採量 Y
―
のときに，
伐採による限界便益が限界損失に等しくなり，同
時に，森林の再生能力を維持するにたる伐採量
（すなわち，伐採量＜成長量）であるとすれば，社
会にとっても最適な水準が実現されることにな
る．この定式化は，一つの補助金政策の在り方で
はあるが，実際には，企業の収入減少とあいまっ
て，様々な企業経営や余剰労働者などの問題が生
じている．
　　　　 
　 4－ 3 　ま　と　め
本節では，政府の森林資源管理と政府の規制や
インセンティブ制約のもとでの国有林企業の行動
がどのように展開したかについての経済分析を
行った．整理すると，第 1期は，政府は計画経済
発展と現世帯の厚生のみ考慮しながら木材を天然
林から伐採し，植林を後回しにした．国有林企業
は，費用最小化行動を取るべきであったが，雇用
を保証するような行動を取り，結局過剰な伐採を
行った結果，森林の疲弊につながった．第 2期で
は，天然林のみの伐採から，天然林と人工林両方
の伐採が行われ，植林については，伐採後，少な
くともそれに等しい面積に植林を行うようになっ
たが，国有林企業の改革と社会主義体制の変化
が，国有林企業についての利潤動機をもたらし，
用材林の伐採を成長量以下に制御するための規制
が効かず，伐採量のコントロールが難しくなっ
た．第 3期は，天然林からの伐採を禁止し人工林
からのみ伐採するようにし，また，様々なプロ
ジェクトの実施によって植林も全体として増加し
た．依然として，伐採量割り当てのもとで，国有
林企業は費用最小化行動を余儀なくされたが ,経
営赤字の問題が生じた．経営赤字解消のため，補
助金政策などが導入されているが，森林資源の利
用と保全という，相反する課題をどのように解決
するかについては未だ問題が残っている（平野
（2002））．
5 ．お わ り に
本論文では，建国以来の中国における森林資源
の管理問題を，国有林を中心に，政府のガバナン
ス問題，国有林企業の制約下での行動に絞って分
析を行った．その際，歴史的視点から中国政府の
森林資源の保全や利用をめぐるガバナンスの展開
（7）  Min.C = rK + wL – zL, sub. to Y
―
 = Y
―
（K, 
L）
（8）MRSKL = –　　= 　　= – 
dK
dL
∂Y
∂L
∂Y
∂K
（w – z）
r
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を，社会経済体制と森林保全政策の変化によっ
て，第 1期＝1949－1978 年，第 2期＝1979－1998
年，ならびに第3期＝1999－現代，とに区分し整理
した．加えて，これらの各時期に対応する国有林
企業の行動に関する経済的分析を行った．第 1期
は，森林保全については問題の発現に応じた個別
対応的なものであり，旺盛な森林需要のもとで，
国有林企業の過剰伐採を招いた．その背景に，雇
用の維持といった企業に課された目的があり，生
産量や価格が決められた計画経済のもとでは，伐
採を計画量以上に増加させるインセンティブが作
用したことを示した．第 2期では，天然林と人工
林両方の伐採が行われ，植林については，伐採後，
少なくともそれに等しい面積に植林を行う等の森
林資源管理と森林保全を考慮した政策が実施され
たが，国有林企業の改革と社会主義体制の変化
は，国有林企業により一層の利潤動機をもたら
し，用材林の伐採を成長量以下に制御するための
規制が効かず，結果として伐採量のコントロール
が難しくなったと考えられる．第3期は，1998年
の全国的な「大洪水」をきっかけとして，中国政
府は天然林からの伐採を禁止し人工林からのみ伐
採に制限し（成長量＞伐採量の規制），また，様々
なプロジェクトを実施した．この政策の下で，国
有林企業は費用最小化行動を余儀なくされたが，
その下で，赤字経営の問題，余剰労働問題等が生
じ，政府は企業所得税の引き下げ，生態林補助基
金等の手段を取った．その結果，国有林企業の問
題を緩和することができたと考えられる．
ところで，第3期では，森林保全政策によって，
中国の持続的な森林資源管理利用（MSY）の考え
方が一定の効果を示したと言える．ただ，今後に
ついては，国有林企業をはじめ林業に関わる経営
体の動向に多くの問題が残されており，中でも，
森林資源管理利用について再び検討する必要があ
ると考えられる．MSYによる森林管理は，経済的
要素を考慮せず自然的な再生力に基づいた考え方
であるが，Zhang & Pearse（2012）ではFaustmann
モデルや Hartmanモデルについて，経済的要素
や環境要素などを考慮した分析が行われている．
Samuelson（1976）や谷津・髙橋（2013）などで
提唱されているように，経済的要素などを考慮し
た効率的な森林資源管理が検討されるべきであ
る．本論文は，歴史的考察と事実に基づいた政策
の変化パターンを対象に検討したが，今後，以上
の要素を考慮した分析，さらには，今後の森林保
全政策の在り方を考えるための厚生分析などを検
討する必要がある．
注
1 ）宮嵜洋一（1994）によれば，当時「保水」「環境維
持」という観点から森林伐採の禁止が必要であるとす
る考え方があった．また，冬季の薪炭や生活に必需の
限りでの利用も必要で，伐採量や日限の設定，長養な
どよる「節度ある伐採」の考え方や施策の事例が示さ
れている．
2 ）金（2007）によれば，満州事変（1931 年）による
東北部の侵略，ならびに満州国成立後，木材生産は日
本関東軍によって支配され 600 万 haの森林が破壊さ
れた．
3 ）金（2007，116頁）ならびに衣保中，叶依广（2006）
による．
4 ）永井（2010）によれば，19 世紀末の吉林省，黒龍
江省の森林被覆率はそれぞれ60％，70％から1949年
にはそれぞれ20％，35％まで低下した．
5 ）政府の森林管理，政策を担当する部署は，中国林墾
部（現，国家林業局，以下林業局という）であり，そ
の具体的な項目は①森林火災防止，乱伐盗伐禁止，急
傾斜地の開墾禁止，②重点造林の展開と，保安林経営，
③封山育林の推進，④国有林区の木材の合理的伐採と
合理的使用，⑤伐採と造林の調査と観測，などである．
6 ）和田（2001）によれば，毛沢東時代を表す一番の特
徴は，政治優先で，政治闘争を重視し経済は政治に従
属するものであった．
7 ）金（2007，118 頁）による．また，王守安邵純礼
（1986）『吉林省森林工業』吉林人民出版社を参照．
8 ）陳（1992）によれば，育林基金制度は，中央や地方
の行政機関の林業局が管理する国家財政予算外資金
であり，1980年までは，素材1平米当たり10元，1981
年からは15元の補助が支払われた（陳（2005））．
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9 ）育林基金制度は，地方が独自に管理した資金であ
り，林業基本建設投資や各種林業事業（植林，造林，
育林など）に支出されたが，その配分が明確でなかっ
たために「万能資金」となり，育林に関係する営林生
産費，森林保護費，営林管理費などの支出は全体の 6
割程度であった（陳（1993））．
10）1953－1985年の国営林業局，国営林場の森林伐採総
面積は，約720万haであり，そのうち人工更新面積は
約176万ha，天然更新は約486万haで，それぞれ伐採
総面積の24％，67％を占めている（陳（1993））．
11）同法は，総則，護林組織，森林管理，火災の予防と
消火，病虫害の防治，奨励と懲罰，附則からなってい
る．
12）林業局など政府機関の森林環境保全のスタンスとし
ては，一貫して保全と持続的資源利用があったとする
見解がある（平野（2014））が，この時期については，
森林資源の利用が優先され，保全策が後手に回ったた
めに個別対処療法的施策になったと考えられる．
13）素材生産およびその加工に関しては，本来は，素材
生産企業とその可能に関する木材需要企業とは，いわ
ば異なる事業部を形成する国有企業であって，本論文
では，便宜上両者を国有林企業という（陳（2005）参
照）．
14）MSY（Maximum Sustainable Yield）は 一定の森
林面積のもとで持続可能な最大伐採量である（成長量
=伐採量）．
15）国務院（森林法実施条例第24条）による定義では，
森林被覆率は森林面積と土地面積の比率である．
16）1984 年の森林法第 31条によると，成熟用材林につ
いては，択伐，皆伐，斬伐の手段があるが，このうち，
皆伐は厳しく制御され，伐採した用地には必ず植林す
べきことが規定されている．
17）「撥改貸」の「撥」は財政資金を意味し，国有林企
業に対する政府の財政資金供与が，銀行融資へと変更
されたことを意味している．企業の経営状況によって
融資への対応は多少異なるものの，国有林企業にとっ
ては生産増大，利益増大へのインセンティブを高める
結果となった．
18）これらは，経営者に課税後の利潤の配分をまかせる
ことによって，経営者の裁量を拡大させた結果，木材
生産の拡大を促したと考えられる．
19）1988 年には，木材の消費対策として「節流及び開
源」と企業の赤字解除のための森林事業生産責任制か
ら経営責任制へ移行する対策を実施した．
20）第3次森林資源調査によれば，成長量3.16億m3に対
して，伐採量は3.44億 m3であった．
21）三北防護林体体系工程（1979年～），長江中上地域
防護林体体系工程（1989年～），太行山緑化工程（1990
年～），沿海防護林体体系工程（1991年～）等が挙げ
られる．
22）大洪水は1998年 6月から8月まで，長江，松花江，
嫩江などで発生し，4,150人が死亡し，2,551億元の被
害がもたらされた（金（2007））．
23）2012年の林業統計年鑑によると，黒龍江省の林業労
働者数は1997年の427,735人から2012年には233,543
人に減少した．
24）例えば，2003年の「東北，内モンゴル重点国有林区
冬季林木伐採管理について」では，伐採を厳しく制限
し，モニタリングの強化が図られた（中国林業年鑑
（2004））．
25）2007 年から中国は独自の森林認証制度を実施して
いる．森林管理認証と木材加工流通管理認証以外にも
人工林，非木材林産物，生産経営の希少絶滅危惧種保
全に関する認証領域を拡大している．
26）森林については，樹種，樹齢などその生態に関して
考慮しなければならない要素が多くあるが，Clark
（1976）などでも本論文と同様の枠組みを用いて分析
が行われている．
27）実際には，森林伐採後に植栽を行わずに自然な状態
で再生を図る方法（天然更新）がある．環境依存的で
はあるが，天然更新の困難さ，人工更新の不十分さ
（平野（2002））から，植林造林の困難さがうかがえ
る．
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